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はじめに

最近の医療・介護の現場は色々な意味で区分されて
おり，特定機能病院，地域医療支援病院や一般病院，
一般診療所も有床・無床の区分，その他にも介護施設
等の施設形態が存在する．少子高齢化を背景に介護保
険法が 1997年に制定され，2000年より介護保険制度
が導入されて久しい．介護保険制度の基本的な考え方
として，以下の 3つが掲げられている1．自立支援；
「単に介護を要する高齢者の身の回りの世話をすると
いうことを超えて，高齢者の自立を支援することを理
念とする」，利用者本位；「利用者の選択により，多
様な主体から保健医療サービス，福祉サービスを総合
的に受けられる制度」と，社会保険方式；「給付と負
担の関係が明確な社会保険方式を採用」の記載があ
る．高齢化の進展や核家族化の進行，介護をする家族
の高齢化等，支える家族の状況も変化しており，当然
ながらそれまでの社会背景，1980・1990年代の社会
状況を踏まえながら今後を見据えて制定され，制度が
導入されていると想像される．昨今の日本における家
族の形の変化は著しく，医療従事者を目指す世代がど
のような社会背景・家族関係の中で育ってきたのか，
教育を行う一実践者としても分析や考察，把握するこ

とは大事だと思われる．

1．在宅医療の拡大と入院の減少

近年は総病院病床数の減少とともに，在宅医療の拡
大が見受けられる．厚生労働省の医療施設（静態・動
態）調査・病院報告の概況によれば，2000年に 164.7
万床2を超えていた総病院病床数が，2025年 1月末概
数の医療施設動態調査では 146.7万床と減少してお
り，人口減少も相まって今後も病床が減少していくこ
とが予想される．また，一般診療所の病床数も減少を
続けており，2025年 1月で 7.1万床となっており，2025
年度中に 7万床を切る可能性が指摘されている．総病
院病床数のピークは 1992年の 168.6万床2であった
が，徐々に減少し 2025年 1月の総病床数は 1984年と
おおよそ同数となっている．1984年と 2024年の総人
口数の差は 350万人程度で，1985年の 65歳以上高齢
者は総人口の 10％程度であったが，2024年には
29.3％となっており全く違う年齢比率となってい
る3．
一方，在宅医療の件数増加は顕著であり，厚生労働
省の社会医療診療行為別統計によれば，2006年の訪
問診療は月に 19.8万件であったのが 2019年には 79.5
万件と増加し，そのうち 75歳以上の高齢者が 9割を
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占めるとされている4．2023年 10月の調査日に在宅医
療を受けた推計患者数は 23.9万人で，そのうち訪問
診療は 16.6万人と報告されている5．さらに，厚生労
働省が 2024年 6月に公表した 2023年社会医療診療行
為別統計では，2023年 5月診療分のレセプトベース
の在宅患者訪問診療料（主治医による診療，月 1回以
上）が 100万件を超え，2019年と比較し 4年で 20万
件も増加しているのが窺われ，増加が著しい．前述の
通り総病院病床数は，146.7万床（2023年 10月では
148.4万床）であるが，2023年 10月の調査日の病院
区分の推計入院は 114.8万5で 30万床以上の差異があ
り，いわゆる空床の存在も窺われる．1カ月の在宅医
療の件数と，推計入院数である 1日の入院者数は直接
比較できないがどちらも 100万を超えている．入院数
は過去最少となり，在宅医療は大幅増となっているの
が現状である．

2．世帯の家族類型別構成割合・世代数と平均世帯
人員の年次推移

少子高齢化となり 2007年には高齢化率が 21％を超
え超高齢社会へ突入し，18年が経過している．その
ような年齢構成の変化に伴い現在の若年層は，高齢者
の実際の生活環境を見る機会は増加しているのだろう
か．また，以前の年齢比率とは異なり若年層と高齢層
の比率が大きく変化しているため，現在の若年層は高
齢者のことを身近な存在として捉え，より親近感が増
しているのだろうか．幼少期・就学時期の成長過程に
おいて高齢者と接する機会は，まずは高齢者との同居
があれば確実ではないかと思い浮かぶ．最も考えやす
いのは三世代同居する家族構成の中で，子供の時に祖
父母と同居した経験である．65歳以上の父母と幼少
期・就学時期を過ごしたということも考えられるが，
三世代同居家族のほうが想起しやすい．
そこで，文献 6・7をもとに作図し，世帯の家族類
型別構成の年次推移を図 1に，世帯と平均世帯人数の
年次推移を図 2に示す6,7．日本全国の単独世帯率の上
昇に伴い，三世代同居率は非常に低下しており，平均
3.8％となっている．2020年の国勢調査における都道
府県別の総世帯数における三世代同居数は，山形県が
13.88％と最も高く，東京都が 1.38％と最も低い結果
が示されている．図 2のように日本全国の世帯数は増
加するとともに平均世帯人員は減少し，2023年には
平均 2.23人となっている．東京都はすでに 2020年時
点で平均の世帯人員が 1.94人と 2人を割り込み，2人
をかろうじて超えている区部は練馬区，足立区，葛飾

区，江戸川区の 23区中のわずか 4区のみであった（文
京区 1.80人）8．今後の国政調査等の結果も待たれると
ころである．

3．医学部・看護学部・薬学部がある校数の推移と
各々の実習

色々な区分が存在する医療・介護の現場ごとで職域
は重要な枠組みであり，医師，看護師，薬剤師のみの
3つの職域を考えても関わる現場の案件は多岐に渡
る．共働・協働の中で共有が必須な話題も多く，共に
過ごすのも長時間に渡る．しかしながら，各々の職域
が行って（受けて）きた教育のプロセスや内容は異なっ
ており，教育手法の違いや慣習・文化も異なるように
感じる．医学・看護学・薬学のコアカリキュラム一つ
をとっても，その出来方や現状の利用具合も異なるよ
うに推察する．介護保険制度が導入された 2000年は，
医学部がある大学は 80校，看護系大学は 84校9，薬
学部のある大学は 46校10であった．2025年現在に医
学部がある大学は 82校，看護系大学（課程）は 306
校（288大学 306課程11；同じ大学で別キャンパスに
別課程がある場合等がある）から 3校新設され 309
校，薬学部のある大学は 81校12となっている．看護
系大学は私立大学で増加しており，数年は増加が予想
されている．
看護学部や薬学部がある大学では，いわゆる大学病
院を保有していないところが存在する．それは私立大
学のみならず公立大学でも同様である．また付属の病
院が存在しても，人数の関係で学部生全員が大学病院
で実習できるとは限らない．そうなると当然ながら看
護学部・薬学部でも実習先の確保が重要であり，特に
学部設立前後では至上命題とも言えるのであろう．そ
して看護学部・薬学部では，自施設とは別の場所にも
実習先があるのが通例である．訪問看護ステーション
での実習や，薬局での薬学実務実習がそれに該当す
る．医学部の場合は，82すべての医学部に大学病院
が存在している．臨床医学では臓器系統別カリキュラ
ム実施の大学が多く，臨床医学実習としての歴史的に
も大学病院でのクリニカルクラークシップが重視され
ている．薬学実務実習では，大学病院ではない病院薬
剤部でも積極的に実習を受け入れており，いくらか文
化の違いも感じられる．薬学実務実習に関するガイド
ラインに，病院実習と薬局実習を連続性のある 22週
間とし，11週間ずつを原則とすると明記されてい
る13．
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図 1　世帯の家族類型別構成の年次推移
政府統計の総合窓口（e-Stat）の国民生活基礎調査 令和 5年国民生活基礎調査 世帯（文献 6）と
2023（令和 5）年 厚生労働省　国民生活基礎調査の概況（文献 7）から作図

図 2　世帯数と平均世帯人員の年次推移
2023（令和 5）年 厚生労働省　国民生活基礎調査の概況（文献 7）　追記作図

4．老年医学・老年学教育，多職種連携教育

医学部の教育において科目責任者の責務は重く，教
授がその任務を担うことが多いと思われる．そのよう
な中，基礎医学教室所属時に，医学部生を対象に必修
科目『老年医学』教育に関わり，科目責任者の機会を
頂戴した．昨今の少子高齢化を基盤とした情勢から，
老年学の重要性は指摘されている．老年医学は，老年
看護学と同様に老年学領域の一角を担い，内容は医師
国家試験へ出題される範疇である．個人的見解ではあ

るが，老年学は日本の未来創造においても不可欠な領
域，学科目と考えている．そして，主題にあるように
日本は少子高齢化の真っ只中にあり，現在の学生と以
前の学生は置かれている状況が異なる．家族の形は多
様化し，前述のように日本の世帯構造の変化も顕著で
ある．令和 4年度改訂版の医学教育コアカリキュラム
で“人生の視点とアプローチ”という稿に，ライフサ
イクル（老年期や終末期 等），患者・家族間の問題（虐
待・ネグレクト等），他に高齢者総合機能評価，老年
症候群，フレイルやサルコペニア，エンド・オブ・ラ
イフ・ケア，ACP；アドバンス・ケア・プランニン
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グも記載され，別稿にはポリファーマシーも記載され
ている．
シラバスには「高齢者の問題には多様性があり，た
だ一つの学問領域のみでは解決できないことも知る必
要がある」「高齢者における医療は，看護，介護，リ
ハビリテーションなど多職種との医療ケアチーム体制
や，福祉と密接に関連していることを知る」と記載し
た．現在は全 12コマに 19人の講師で構成されてお
り，内訳は医師 12人，看護学部・看護師，薬剤師の
3人である．多職種連携を前提に医師 3人，看護師 3
人，薬剤師 3人より 1コマの講義へ参画いただき，今
後のグループワークを前提として各々の専門性と経験
を生かした講義を行い，学部生が他者（同級生）の意
見を聞く機会を設けている．

5．千葉大学看護学研究院附属専門職連携
教育研究センター（IPERC）について

2007年より本学で医学部・看護学部・薬学部の 3
学部で実施されいてる専門職連携教育（IPE；
Interprofessional Education）を，IPERCが主となり
行っている．2017年には工学部が参加し，現在は 4
学部で行われている．複数の専門職による協働のプロ
セ ス と 方 法（Interprofessional Collaborative
Practice；IPCP）があり，IPEは，複数の専門職がお
互いについて学ぶことを言う．STEP 1（テーマは共
有）から STEP 4（テーマは統合），さらに STEP 5
の Daily IPE（医学部と薬学部 5年生，看護学部 4年
生の高学年が対象．臨床現場での専門職連携実践力を
高める目的で実施）まで，トータルとして継続的に段
階的に実施されている．
文化を氷山にたとえたモデルがある14．文化として

海上に見える部分は言語や話し方，服装などの一角に
すぎず，水面下の文化観や倫理観，価値観などの見え
ない部分がその何倍も大きいという氷山にたとえたモ
デルである．医・看・薬学には，各々の文化が存在す
る．争いが生じないようにするために，お互いの水面
下をお互いに知る必要がある．職域の違いを理解しお
互いの専門性を意識しつつ，リスペクトし合えるのは
理想的だと感じる．可能であれば若い青葉の状態から
職種の垣根を超え，さらには他学部との学生交流まで
行えるのであれば，将来の医療を担う人材育成の面か
らも利点がある．また，それは医療系学生におけるア
ンメットニーズの可能性もある．

おわりに

高齢者とのこれまでの同居率について 2025年に複
数大学の学部一学年にお聞きしたところ，25.7％（有
効回答率 94.0％）であった．今後は，さらに同居率の
低下が予想される．2050年には全世帯のうち単独世
帯が 44.3％，また高齢者単独世帯 20.6％との予測15が
あり，全世帯で考えれば 5世帯に 1世帯が，高齢者の
一人暮らしということになる．老年医学・老年学から
の視点になるが，若年層と高齢者との見えない壁があ
るように感じている．それを取り払うためには，将来
の医療従事者となる若年層の方々が実際の高齢者の生
活を見れるような工夫・実習の整備や時間確保を医療
系教育機関で行うのが鍵のように思う．現状の教育制
度のままであれば，2025年 4月生まれの方が医学部・
薬学部の 6年制の学部を卒業し，最短だと 2050年に
は就業していることになる．2000年から 2025年，25
年後の 2050年に向けても，豊かで持続可能な医療と
医療専門職の育成が求められるであろう．
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